
Ⅰ 活力と働きの場を生み出す産業が力強く展開する島根の国造り
・新産業、新事業の創出

・戦略的な生産・販売による創造的な産業活動の促進

・地域資源を活かした産業の振興

・産業を担う人づくり

・経営の安定強化の支援

・雇用・就業環境の整備

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

若年者のための産業 12,600 ○県内若年未就業者の就業を支援するため、 地域振興部

[地域政策課]体験事業 産業体験者と受入先に対し助成金を支給

【事業内容】

・対 象 者 ３０歳以下の未就業者

・助成期間 ３ヶ月以上１年以内

・助成金額 産業体験者 ５万円/月

受 入 先 ２万円/月

拡充 企業参入促進事業 168,326 ○担い手確保のためにこれまで行ってきた農 農林水産部

[農業経営課]業参入企業に対する支援に加え、産地の中

核となる農業経営体として周辺農業者とつ

ながりを持つ形での企業参入を促進

【拡充内容】

①施設、設備資金

上限額：５千万円→１億円

内 容：対象額 １/３･･･補助金、

〃 ２/３･･･利子補給

②運転資金

上限額：１千万円→２千万円

内 容：利子補給

新規 たち上がる産地育成 381,590 ○産地利益の拡大を図るため、地域が主体的 農林水産部

[生産振興課]支援事業 に行う「生産～販売」の一体的な取組を支

援（ 地域アグリビジネス支援事業」を発「

展的展開）

※地域は「産地実践構想」をプランニング

【支援内容】

・事業主体：生産者組織(３戸以上)

市町村、農協等

・補助対象：構想達成に必要な施設、機械

・補 助 率：ハード事業 １/３

ソフト事業 １/２

・補助期間：最長３年間



(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

中山間地域等直接支 1,576,530 ○中山間地域等への交付金による支援により 農林水産部

[農業経営課]払事業 農用地の持つ多面的機能の維持、将来に向

けた前向きな農業生産活動等を推進

※各種要件により

「ミニマム単価 （現行単価の８割）」

「通常単価 （現行単価）」

「加算措置」 の段階的単価を設定

要 件 単価等

継続 耕作放棄の発生防止等 ﾐﾆﾏﾑ

５年間の活動計画の作成・実践 単価

農用地等保全ﾏｯﾌﾟの作成と管理活動

新規 選 生産性向上・担い手育成等から２活動 通常単価

択 集落営農化・農地集積等から１活動

土地利用調整、規模拡大(継続)、 加算措置

法人設立等

新規 離島漁業再生支援事 121,932 ○共同で漁業の再生に取組む離島の漁業集落 農林水産部

[水 産 課]業 への交付金の交付により、離島漁業の再生

を支援し、海域環境の保全や国境監視等の

多面的機能を維持増進

・交付額：国の実施要綱等で決定

［財源］国：1/2、県：1/4、町村：1/4

（ ）国→県へは基金造成助成金として交付

・期間：Ｈ１７～Ｈ２１（５年間）

新規 ふるさと案内人確保 9,500 ○多様化する観光ニーズに対応するため、県 商工労働部

[観光振興課]事業 民の「おもてなしの心」の醸成と各地域に

おける観光案内体制を整備

【ふるさと案内人】

Ｈ１８目標：２,０００名登録

新規 ＪＲデスティネーシ 60,000 ○ＪＲ、鳥取県と共同で、両県の豊富な観光 商工労働部

[観光振興課]ョンキャンペーン事 資源を広く全国に紹介し、知名度向上とさ

業 らなる観光客誘致を目的とする大型キャン

ペーンをＨ１８年４月、５月に実施

○Ｈ１７は、キャンペーン実施に向けて、全

国宣伝販売促進会議や主要都市観光情報説

明会などを実施



(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 新産業創出ファンド 50,000 ○新産業創出プロジェクトの受け皿となる新 商工労働部

[産業振興課]創設 会社や新規事業の立上げ等に対応するため

中小企業基盤整備機構や金融機関に呼びか

け共同でファンドを創設

【概要】

・ファンド規模：５億円程度

・県出資予定額：５０百万円～１億円

新規 知的財産活用啓発事 11,000 ○大学等が保有する研究シーズの県内企業へ 商工労働部

[産業振興課]業 の技術移転を目的に「知的財産活用支援チ

ーム（ＴＭＴ 」を(財)しまね産業振興財）

団内に設置

【体制】

特許流通アドバイザー等３名体制

企業立地促進助成金 1,246,564 ○島根県企業立地促進条例に基づく認定要件 商工労働部

[企業立地課]（制度改正） 及び助成金支給要件等を改正

【改正内容 （新規及び改正部分のみ記載）】

製造業 自然科学研究所 ソフト産業

認定要件 5人以上 改正なし 5人以上

（新規雇用） →10人以上 （５人以上） →10人以上

[新] 新設 県内に新たに事業所設置

投資助成 ①事業所用地(公的工業団地)を取 10/10

乗 率 得し建物を新増築

増設 ②事業所用地(公的工業団地以外)

助 を取得し建物を新増築 1/2

③既存敷地内で建物を新増築

成 ④償却資産の増のみ 1/4

[新] 【助成額】１００万円／人（１回限り交付）

金 雇用助成 （契約社員は0.5人でカウント）

支給限度 １０億円

交付条件 内 訳 投資助成分：７億円

[新] 雇用助成分：３億円

[新]分割による年間支給限度額：２億円



(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 通信費補助制度 70,000 ○コールセンターで「新規雇用２０人以上」 商工労働部

[企業立地課]雇用確保促進 かつ「企業立地促進条例に基づく立地認定

特定通信補助 （投下資本３,０００万円以上 」の条件を）

満たす場合の補助制度創設

【内容】

補助対象：回線使用料、ｼｽﾃﾑﾘｰｽ料

補 助 率：１／２

上 限 額：５,０００万円／年

（公衆回線１,０００万円／年）

新規 離職者緊急雇用対策 448,684 ○県下の厳しい雇用情勢や国基金事業の終了 商工労働部

[労働政策課]事業 等を踏まえ ふるさと雇用創出基金 H16.「 」（

12補正で５億円積増し造成済み）を活用し

て短期雇用対策を実施

【概要】

・期間 Ｈ１７～Ｈ１８

・雇用創出目標 ２年間で１,４００名

（Ｈ１７雇用予定数：７８７名）

・Ｈ１７事業数 １８

・Ｈ１７事業実施部局

地域振興部、環境生活部、

、 、 、農林水産部 商工労働部 土木部

教育庁

高等技術校再編整備 7,000 ○石見高等技術校（仮称）については、財政 商工労働部

[労働政策課]事業 改革期間(～Ｈ１８)以降に着工

【建設用地の取得】

・Ｈ１７に先行的に用地取得

(土地開発基金)

・用地管理費：3,246千円

【既存施設修繕費】

・浜田校：1,637千円

・益田校：2,117千円


